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フィリピン共和国 ムスリム・ミンダナオ自治区人材育成プロジェクト（延長後） 
終了時評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 
国名：フィリピン共和国 案件名：ムスリム・ミンダナオ自治区人材育成プロジェクト 
分野：計画・行政 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：フィリピン事務所 協力金額：6.1 億円 

協力期間 
2008年 5月 19日～ 
2013 年 3 月 31 日 

実施機関：ムスリム・ミンダナオ自治区（ARMM）自治政府 
協力機関：知事官房（ORG）、ARMM 貿易産業局（DTI-ARMM）、

ARMM 公共事業局（DPWH-ARMM）他 
1－1  協力の背景と概要 

1996年のフィリピン共和国（以下、フィリピン）政府とモロ民族解放戦線（MNLF）との和平

合意により、ムスリム・ミンダナオ自治区（Autonomous Region in Muslim Mindanao, ARMM：5
州・1市により構成）が設立された。約325万人（2013年3月時点の国家統計局データ）が生活す

る同地域は、長期にわたる武力紛争の影響で同国の平均貧困率の2.5倍近く（2012年の国家統計調

整委員会データ、全国平均19.7％、ARMM 48.7％）を示し、最も社会経済発展が立ち遅れている。

本格的な復興・開発が遅れている原因としては、MNLFから分派したモロ・イスラム解放戦線(Moro 
Islamic Liberation Front, MILF)と政府との和平交渉の遅れ、各種インフラの未整備等が指摘されて

いるが、とりわけ和平合意に基づき、同国憲法上特別に認められた「自治」のもと、権限を委譲

されたARMM自治政府の行政能力不足が障害となっている。具体的には、行政の機能不全、元

MNLF幹部・兵士を含む新規雇用職員に対する研修不足、ARMMの具体的な行政権限の委譲及び

それに伴う制度整備の遅れが原因としてあげられている。 
上記を踏まえ、JICAは「ムスリム・ミンダナオ自治区行政能力向上プロジェクト」（2004年12

月～2007年3月）を実施することにより、ARMM自治政府の幹部及び管理職を対象（総計約440
人）に研修参加者の基礎的な能力向上を支援してきた。この結果、行政及び地域開発の基本的な

知識は向上し、計画立案・運営面では一定の改善が見られるようになった。 
しかしながら、ARMMの行政能力は未だ多くの課題を抱えており、各専門分野の実務・技術の

向上、特にARMMの中核的役割を担う中堅職員（テクノクラート）の育成が急務となっており、

優先課題におけるこれら中堅職員の能力向上を目的に技術プロジェクトの実施が同国より要請

された。かかる背景の下、日本政府の平和と復興支援プログラム（Japan-Bangsamoro Initiatives for 
Reconstruction and Development: J-BIRD）の下、2008年5月から本プロジェクトが開始され、経済

開発、インフラ開発の中堅職員の技術・実務能力強化とともに、前プロジェクトからの継続活動

である行政規程策定、人事情報管理といった行政基盤の整備を対象とした活動を行った。当初の

協力期間は2011年3月までであったが、それに先立って実施された終了時評価の結果、プロジェ

クト目標及び成果は達成済ないし達成見込みであるものの、組織面・財政面の持続性が十分では

ないため、プロジェクト期間の延長が必要との結論になった。これによりプロジェクトが2013年
3月まで延長されたため、今般、2年間の延長期間を含む終了時評価を実施した。 

1－2 協力内容 
 ARMM 自治政府の行政能力を向上させるため、中核的役割を担う中堅職員に対して行政管理、

経済開発、インフラ開発分野の能力強化を行う。 
(1) 上位目標：ARMM自治政府の行政能力が向上し、ARMMの経済開発が促進される。 
(2) プロジェクト目標：ARMM自治政府の行政管理、インフラ開発、経済開発分野の中堅職員

の能力が育成される。 
(3) 成果（アウトプット） 
（成果1：行政管理） 

1-1 行政規程・施行細則案が作成され、改善される。 
1-2 人事情報を収集、蓄積、配信するためのデータ管理システムが導入される。 
1-3（延長） 行政規程・施行細則草案の施行に向けた持続的体制が構築される。 
1-4（延長） 人事情報システム（Human Resource Information System: HRIS）の持続的な局内

研修システムが中核となる17部局／事務所に導入される。 
1-5（延長） HRISデータベースが最終化され、統合される。 

（成果2：インフラ開発） 
2-1 ARMM公共事業局職員の技術が向上する。 
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2-2 ARMM公共事業局におけるプロジェクト技術者の研修講師養成研修（Training of 
Trainers、以下TOT）トレーナーが局内で養成され、指導力が向上する。 

2-3 （道路、橋、水システムの）建設プロジェクトに関する技術プロポーザルを関係 
部局が作成できるようになる。 
2-4（延長） 持続的な能力開発のための体制素案がARMM公共事業局によって準備される。

2-5（延長） 公共事業局対象に4重点インフラ管理科目（政府調達、道路条件目視調査技術

（ROCOND）、原材料試験・品質管理技術、公共事業契約）についての基礎的な人材育成が

行われる。 
（成果3：経済開発） 

3-1 選定されたハラル製品（ヤギ）に対する活動計画が策定される。 
3-2 ARMMと州／地区事務所で、職員が選定されたハラル製品に関するビジネス支援情報サ

ービスを提供できるようになる。 
3-3 職員が選定されたハラル製品に関する生産・加工・品質管理技術アドバイスを提供でき

るようになる。 
3-4 選定されたハラル製品のためのプロモーション・マーケティングツールが開発される。

3-5（延長） ヤギ生産／ビジネス管理に関する将来の普及活動のための持続的な実施体制が

ARMM内に構築される。 
(4) 投入 
① 日本側：総投入額 6.1億円 
専門家派遣：1）総括／経済開発（産業振興）／人材育成、2）副総括／行政管理／人材育成、

3）経済開発（産業育成）／人材育成、4）人事情報システム／人材育成、5）インフラ開発／

人材育成、6）研修運営管理／モニタリングの分野で計132.23M/M、延べ139名を投入。 
カウンターパート研修（日本）：11名 
② フィリピン側 
カウンターパート配置：行政管理30名、人事情報システム43名、インフラ開発30名、経済開発

22名が配置された。 
事務所提供（コタバト市）及びコンピューター施設（土地・建物＝新規建設物件） 

2. 評価調査団の概要 
調査者 JICA フィリピン事務所 
調査期間：2013 年 3 月 評価種類：終了時評価（延長後） 
3. 評価結果の概要 
3-1 実績の確認 
 
(1) プロジェクト目標 －達成された。 
「ARMM 自治政府の行政管理、経済開発、インフラ開発分野の中間管理職員の能力が育成され

る。」 
 プロジェクト目標に設定されている全ての指標が達成された。すなわち、ARMM 自治政府の

行政規程・施行細則案の策定、人事情報システムの更新、行政管理・インフラ開発・経済開

発分野の持続的な研修実施体制（研修プログラム策定、講師養成等）の整備が行われ、それ

を通じて中間管理職員の能力が育成された。分野別に具体的には次のとおりである。 
【指標】行政管理 

1-1 行政規程・施行細則（IRR: Implementation Rules and Regulations）案が作成され、改善され

る。 
1-2 研修を受けた部局の 75%が人事情報システム（HRIS: Human Resource Information System）

を更新している。 
1-3 HRIS のシステム操作指導ができる職員が 3 名育成される。 

（延長期間） 
1-4 行政規程・施行細則の継続的な改訂作業体制がテクニカルワーキンググループ（TWG）

より提案される。 
1-5 HRIS の定期的局内研修プログラムが中核となる 17 部局／事務所の 80％で導入される。

1-6 HRIS の持続的メカニズムが提案される。 
 行政規程・IRR 草案の作成は完了し（指標 1-1）、行政規程は 2011 年 11 月に ARMM 議会によ

り承認された。また、行政規程及び IRR の継続的な改訂作業体制が TWG により提案された（指
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標 1-4）。HRIS については、研修を受けた全ての部局で更新されるようになっており（指標 1-2）、
部局毎のインストラクターが指名され、システム操作指導可能な職員が 10 名以上育成された（指

標 1-3）。さらに HRIS の定期的局内研修プログラムが中核となる 17 部局／事務所全てに導入さ

れ（指標 1-5）、HRIS の持続的メカニズムも提案された（指標 1-6）。 
【指標】インフラ開発 

2-1 公共事業局で技術訓練の TOT トレーナーが 3 名育成される。 
2-2 公共事業局で組織内の技術訓練が開始される。 
2-3 3 つのプロジェクトプロポーザルが完成し、提出される 

（延長期間） 
2-4 10 名の TOT トレーナーが育成され、インフラ建設管理研修に係る研修計画・実施・評価

能力が向上する。 
2-5 持続的能力開発のための制度的体制（例：局内研修ユニット、局内業務命令など）が ARMM

公共事業局によって準備される。 
 TOT 研修によって TOT トレーナーが 13 名育成され（指標 2-1、2-4）、試行研修やフォロース

ルー活動の実施を通じ、TOT トレーナーが実際の研修や現場視察での指導の経験を積むことによ

り、インフラ建設管理研修に係る研修計画・実施・評価能力が向上した（指標 2-4）。これまで研

修機会の少なかった島嶼部地方事務所の技術者に対し、インフラマネジメントに関する研修が実

施された（指標 2-2）。道路補修、病院改修、村落給水の 3 分野でプロポーザルが完成し、公共事

業局に提出された（指標 2-3）。さらに持続的能力開発のための制度的体制（例：研修ユニット、

業務命令等）が整備された（指標 2-5）。 
【指標】経済開発 

3-1 ビジネスサポートが機能し始める。 
3-2 ハラル製品（ヤギ）に関する技術サポートが、TWG／農業普及員・機関によって提供さ

れ始める。 
（延長期間） 

3-3 ヤギ生産／ビジネスマネジメント普及活動のための持続的な実施体制がARMMに構築さ

れ、選定された対象 LGU に対して、適切なビジネスサポート及び生産技術サポートが提

供されている。 
 ヤギ農業については技術（ヤギ生産）とビジネス（農家経営）の両方を一体として普及員が指

導する形が適しているため、TWG ではなく普及員による農家向け研修の形で、ヤギを対象とし

たビジネスサポート及び技術支援が実施された（指標 3-1・3-2）。持続的な実施体制が構築され、

対象 3LGU に対してビジネスサポート及び生産技術サポートが提供された（指標 3-3）。 
 
(2)成果レベルの達成状況 
【行政管理】－ほぼ達成された。 
成果1-1 規程草案・関連施行細則（IRR）案が作成される。－達成された。 
 行政規程案は最終化され（指標 1-1-1）、ARMM議会の承認およびARMM知事の署名を経て 2011
年 12 月に施行された。IRR 最終案も既に ARMM 知事に提出されており（指標 1-1-2）、IRR の改

定・総合体系化作業も順調に実施された（指標 1-1-3）。 
成果1-2 人事情報を収集、蓄積、配信するためのデータ管理システムが導入される。－達成され

た。 
 主要 17 部局の対象職員／オペレーター40 名全員が HRIS 研修およびデータ管理システム研修

を受講した（指標 1-2-1、1-2-2）。研修参加者の満足度は高く（指標 1-2-3）、ポストテストの結果、

HRIS に関する理解・スキル、操作レベルの向上が確認された（指標 1-2-4、1-2-5）。これにより

人事情報データベースが導入され、HRIS 研修教材も開発された。（指標 1-2-6） 
（延長期間） 
成果1-3 行政規程・施行細則草案の施行に向けた持続的体制が構築される。－一部達成された。

 行政規程はARMM議会承認を経て施行されたが、2012年10月のフィリピン政府とMILFの枠組

合意により将来的なARMMの廃止が決まったことを受け、IRRはARMM政府下では施行されない

ことになった。但し、2016年に樹立予定のバンサモロ政府において、本プロジェクトで策定した

IRR案が検討の叩き台として活用されることが期待し得る。 
成果1-4 HRISの持続的な局内研修システムが中核となる17部局／事務所に導入される。－達成

された。 
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 対象17部局／事務所において、人事記録書を電子ファイル化して知事室に提出できるようにな

り（指標1-4-1）、HRIS運用・管理のための行動計画が作成され（指標1-4-2）、うち6部局につい

ては地方事務所レベルにまでHRISが導入され（指標1-4-3）、研修トレーナーが養成され、局内

研修システムが導入された（指標1-4-4）。 
成果1-5 HRISデータベースが最終化され、統合される。－達成された。 
 HRISデータベースは統合された（指標1-5）。 
【インフラ開発】－達成された。 
成果2-1 ARMM公共事業局職員の技術が向上する。－達成された。 
 インフラマネジメントグループ参加者 15 名全員がプロジェクト技術者レベルの技術研修（道

路建設技術、政府調達、環境社会配慮等）を受講した（指標 2-1-1）。研修参加者の満足度は高く

（指標 2-1-2）、ポストテストの結果、インフラ管理に関する理解・スキルの向上が確認された（指

標 2-1-3）。さらに、フォロースルー活動を通じ、道路建設工事・資材製造・品質検査等に関する

現場でのインフラ管理スキルが強化された（指標 2-1-4）。 
成果2-2 ARMM公共事業局におけるプロジェクト技術者のTOTトレーナーが局内で養成され、

指導力が向上する。－達成された。 
 現場技術者向け研修マニュアル・教材が作成され（指標 2-2-1）、インフラ管理グループ 15 名

全員が TOT 研修を受講した（指標 2-2-2）。これにより育成された TOT トレーナーによる試行研

修に島嶼部地方事務所技術者 12 名が参加・修了した（指標 2-2-3）。試行研修参加者の満足度は

高く（指標 2-2-4）、ポストテストの結果、インフラ管理に関する理解・スキルの向上が確認され

た（指標 2-2-5）。TOT トレーナー引率のフォロースルー活動を通じ、研修参加者の道路建設工事・

資材製造・品質検査等に関する現場でのインフラ管理スキルが強化され（指標 2-2-6）、TOT トレ

ーナーの指導力も向上した。延長期間中、さらに 16 名の地方事務所の技術者が TOT トレーナー

によるインフラ管理研修を受講し（指標 2-2-7）、その研修用に TOT 研修教材・マニュアルが改定

された（指標 2-2-8）。 
成果2-3 道路、橋、水システムの建設プロジェクトに関する技術プロポーザルを関係部局が作成

できるようになる。－達成された。 
 プロジェクトプロポーザルグループの 15 名中 13 名がプロポーザル研修を受講した（指標

2-3-1）。研修参加者の満足度は高く（指標 2-3-2）、ポストテストの結果、プロポーザル作成に関

する理解・スキルの向上が確認され（指標 2-3-3）、道路補修、病院改修、村落給水の 3 グループ

が現実的なプロポーザルを作成できるようになった（指標 2-3-4）。延長期間中、より実践的なプ

ロポーザル作成ガイドラインが作成され（指標 2-3-5）、同グループにより 3 件のプロポーザルが

新たに作成された（指標 2-3-6）。 
（延長期間） 
成果2-4 持続的な能力開発のための体制素案がARMM公共事業局によって準備される。－達成

された。 
 公共事業局により体制素案が準備された（指標2-4-1）。 
成果2-5 公共事業局対象に4重点インフラ管理科目（政府調達、道路条件目視調査技術

（ROCOND）、原材料試験・品質管理技術、公共事業契約）についての基礎的な人材育成が行わ

れる。－達成された。 
 フィリピン政府公共事業省から研修講師を招聘し、上記4科目に関するワークショップが実施

された（指標2-5-1）。研修参加者の満足度は高く（指標2-5-2）、ポストテストの結果、上記4科目

の理解・スキルの向上が確認された（指標2-5-3）。 
【経済開発】－ほぼ達成された。 
成果3-1 選定されたハラル製品（ヤギ）に対する活動計画が策定される。－達成された。 
 選定されたハラル製品（ヤギ）振興のための活動計画及び枠組みが策定された。 
成果3-2 ARMMと州／地区事務所で、職員が選定されたハラル製品に関するビジネス支援情報

サービスを提供できるようになる。－達成された。 
成果3-3 職員が選定されたハラル製品に関する技術アドバイスを提供できるようになる。－達成

された。 
成果3-4 選定されたハラル製品のためのプロモーション・マーケティングツールが開発される。

－ほぼ達成された。 
 経済開発 TWG（全 21 名）の全員ないし大半（成果 3-2：21 名、成果 3-3：20 名、成果 3-4：19
名）が研修を受講した（指標 3-2-1、3-3-1、3-4-1）。成果 3-2 及び 3-3 についてはその半数程度が
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普及員向け研修の講師を務めたが（指標 3-2-5、3-3-5）、成果 3-4 の研修講師経験者は目標 3 名を

下回る 2 名に留まった（指標 3-4-5）。20 名の政府職員や農協職員が普及員向け研修を受講し（指

標 3-2-6、3-3-6、3-4-6）、それら普及員による研修を 38 名の農家が受講した。TWG 向け研修、普

及員向け研修とも参加者の満足度は高く（指標 3-2-2、3-3-2、3-4-2、3-5-2）、普及員向け研修講

師の指導能力の改善（自己評価）（指標 3-2-4、3-3-4、3-4-4）、研修参加者の理解・スキルの向上

（ポストテスト）が確認された（指標 3-2-3、3-3-3、3-4-3）。これにより TWG 向け研修、普及員

向け研修、農家研修の教材が作成され、普及員向けのビジネスマネジメントガイドブック（指標

3-2-7、3-4-7）及びヤギ農業ガイドブック（指標 3-3-7、3-5-6）も作成された。さらにモデル農家

3 名がヤギ販売促進用の広告作成・設置といった実験的な広報・宣伝活動を行った（指標 3-4-8）。
（延長期間） 
成果 3-5 ヤギ生産／ビジネス管理に関する将来の普及活動のための持続的な実施体制がARMM
内に構築される。－達成された。 
 研修制度構築のための行動計画（指標 3-5-1）、普及システム計画案（指標 3-5-4）、他産品振興

のための連携の仕組み案（指標 3-5-5）、ハラルヤギ産業クラスター計画素案（指標 3-5-7）が作成

された。また、農家向け研修の成果として生産頭数の増加及び販売による収入増が実現された（指

標 3-5-3）。 
 
3-2 評価結果の要約 
(1) 妥当性 
 妥当性は高い。事前・中間評価時に確認された妥当性判断根拠につき変更がないことが、今般

調査でも再確認された。第一に、「ミンダナオの和平と開発」はフィリピン政府中期開発計画の

重点課題の一つであり、ARMM 自治政府の行政能力不足は当該課題解決の障害と認識されてい

る。第二に、日本政府は、国別援助実施計画の優先課題の一つとして「ミンダナオの平和と安定

への支援」を掲げている。なかでも ARMM 自治政府の行政強化を優先課題としている。第三に、

ARMM は、長年にわたる紛争の結果、組織としても個人としても十分な教育訓練や実務経験を

積む機会がなく、組織全体として著しい能力不足がみられるが、幹部職員は政治任命のため短期

（3 年単位）で交代する可能性が高い。一方で中堅職員は常勤で長期の勤務形態であり、かつ

ARMM の行政能力向上には中核となる集団であり、本プロジェクトのターゲット・グループで

ある中堅職員のニーズが明白である。2012 年 10 月にフィリピン政府・MILF 間で締結された枠

組合意を受け、2015 年にバンサモロ暫定政府が設立されるのに伴い、現在の ARMM 自治政府は

廃止されることになっているが、ARMM の中堅職員層はバンサモロ暫定政府およびその後の新

政府でも実務面を担う可能性が高い。その意味でも ARMM の中堅職員に対する人材育成の重要

性は高いと判断される。 
(2) 有効性 
 有効性は高い。行政管理、インフラ開発、経済開発のそれぞれの成果が発現しており、その結

果としてプロジェクト目標も達成された。行政管理、インフラ開発、経済開発各分野での活動

実施・成果発現のプロセスを通じ、ARMM 自治政府の中堅職員の能力が育成された。 
(3) 効率性 
 効率性は高い。発現しつつある効果の大きさと投入の大きさを比較すると、活動としては研修

が中心であり、効率性に関する問題はみつからず適切である。投入のタイミングとして、HRIS
施設の建設が遅れたことで関連活動に影響が出たが、建設は完成しており活動の遅延は取り戻さ

れている。HRIS センター用に供与されたコンピューターも、研修を受けた職員によって、定期

的に人事情報登録・更新用に利用されている。またローカルリソースを活用したことで効率化さ

れた。 
 日本人派遣に関し、治安の影響を受けやすいコタバトではなくダバオにおいて研修を実施した

結果、コタバトでの活動が中止された場合でもダバオでの機能を保持できた。このため、プロジ

ェクト活動全体を中断せずに進められたことから危機管理対応が適切に行われ、時間の無駄がな

かった点で、ダバオ拠点は効率性を高めることに貢献した。 
(4) インパクト 
 上位目標は概ね達成される見込みが高い。指標の達成状況は以下の通りである。 
A) プロジェクトが策定を支援した ARMM 行政規程は ARMM 議会の承認、ARMM 知事の署名

を経て 2011 年 12 月に施行された。IRR 最終案も既に ARMM 知事に提出されており、IRR
の改定・総合体系化作業も順調に実施されたが、2012 年 10 月の枠組合意によりバンサモロ
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政府設立見込みであることを受け、IRR の正式承認手続きは保留となった。 
B) HRIS の対象となる全 17 部局で HRIS の導入が完了し、各部局主導で運営が開始された。さ

らに研修教材・マニュアル作成やシステムの機能改善、HRIS 活動の裏付けとなる行政命令

等の発出により持続的運用体制が構築された。 
C) インフラ開発分野では、研修講師の養成や、職員研修ユニットの構築により、持続的な研修

体制が構築された。また、研修成果を活用して実際のプロポーザル作成も行われるようにな

った。 
D) 経済開発分野では、研修講師養成や販売促進用教材作成により、活動対象の 3LGU において

農民対象の研修が実施され、持続的な研修体制が構築された。これらの研修の成果として、

生産頭数増加と販売収入増も実現された。 
 正のインパクトは高い。まず、関係省庁・機関間の関係強化・信頼醸成、研修を通じての中央

政府機関、他地域関連機関との関係構築があげられる。また、インフラ開発分野では ARMM 
Regional Executive Legislative Agenda(ARELA)の優先プロジェクトから FS プロポーザル作成の対

象を選び、FS プロポーザル作成の過程で、地方自治体、関連機関のステークホルダーとのコン

サルテーションが行われたことで、自治体との対話が図られ、政治介入のない計画の進め方を実

践しつつある。経済開発分野では、本プロジェクト期間中に最終受益者である農家にも裨益する

ようカスケード方式の技術移転モデルを構築し、農家訪問指導を継続的に行って研修や教材内容

の実践性を高めたことにより、実際にヤギ生産量や収入増に成功したモデル農家も現れている。

 目立った負のインパクトは特に観察されないが、研修の対象が地域事務所や農民に拡大するに

あたり、参加者数で地域間の格差が出ないよう、島嶼部地域への配慮等、参加者の地域バランス

を考えていく必要がある。 
(5) 持続性 
 持続性は高い。①技術面に関しては能力・発展段階に相応な技術習得を目指しており持続性を

有していると判断される。②組織面・政策面についても延長期間中の取り組みの結果、持続性が

確保されたと判断される。③財政面についても ARMM 自治政府の自助努力で予算確保可能であ

る。 
①技術面 
 提供されている技術は適切なレベルのものであり、中堅技術者の知識とスキルは向上し、経験

が積み重ねられている。また、離職が少ないことからその継続性は高いと判断される。 
②組織面・政策面 
 延長前の終了時評価（2010 年 10 月）においては、プロジェクト終了とともに TWG が解散す

る可能性が高く、各活動があくまでもパイロット的な位置づけで実施されていたため、延長後の

課題として制度・規則による業務の義務化（本来業務化）、維持管理体制の確立、技術・知識を

維持する仕組みの三点が挙げられていた。延長期間においてはこれらの課題への対応策として以

下の取り組みが行われ、その結果、組織面・政策面での持続性が確保された。 
A) HRIS 実施体制及び活動計画の策定、HRIS 活動を保証する行政命令や指示の発出 
B) インフラ開発の職員研修ユニットの構築、持続的な能力開発体制素案の作成 
C) 研修制度構築に係る行動計画、普及システム計画案、他産品振興のための連携の仕組み案、

ハラルヤギ産業クラスター計画素案の作成 
③財政面 
 プロジェクトの活動は、維持及び管理金額が過大にならないように配慮されてきた。よって

ARMM 自治政府の自助努力で予算の確保ができる範囲になっているが、予算確保については

ARMM 自治政府による継続的な努力が必要である。 
3-3 効果発現に貢献した要因 
＜実施プロセスに関すること＞ 

TWG メンバーの適切な選定、カスケード方式、プロセスを重視した能力強化、裨益者を考慮し

た研修及び活動の実施、また研修後に実施されたフォロースルー活動等の導入、先進事例を有す

る他地域からの学び等、工夫をこらした取り組みにより、個人および TWG としての能力向上に

貢献した。 
3-4  問題点及び問題を惹起した要因 
＜実施プロセスに関すること＞ 
 2009 年 11 月に勃発したマギンダナオ虐殺事件後は、緊急事態宣言が発せられ、治安状況も悪

化したため日本人専門家がコタバトに渡航できない期間があった。政権交代は外部条件にもかか
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わる重要な事件であったが、新政権がプロジェクトの活動や成果に理解をしめし、TWG メンバ

ーを交代させないようにとの指令が出たため、成果レベルやプロジェクトレベルに支障をきたす

阻害要因にはならず影響は最小限に食い止められた。しかしながら活動レベルでの影響や、長官

や要職の交代により省庁によっては不調和が生じた。また、本来、ARMM 自治区政府側で独自

に進められるべきであった、プロジェクト成果持続のための体制づくりの遅れが生じた。 
 
3-5  結論 
 本プロジェクトは ARMM 政府の中堅職員の能力強化に貢献しており、プロジェクト目標およ

び各成果の指標も達成された。延長前の終了時評価（2010 年 10 月）で指摘されたインパクト及

び組織的・政策的持続性に係る課題についても、能力強化、持続的な実施体制・計画の整備、行

政命令や指示の発出等により解決されており、評価 5 項目のいずれも問題ないと判断される。し

たがって、プロジェクト期間のさらなる延長やフォローアップは不要であり、予定どおり本プロ

ジェクトを終了する。 
 
3-6 提言 
各成果について、プロジェクト終了後に取り組むべきことは以下のとおりである。 
3-6-1 行政管理 
(1) 人事情報管理システム（HRIS） 
 HRIS の更新を迅速かつ継続的に実施するためには、各部局内で HRIS アプリケーションとデー

タベースの運用管理や他スタッフへの技術移転を担当する部局内トレーナーの育成による人事

情報入力オペレーターの確保と継続的なフォロー研修の実施が必要である。また、知事室人事課

の主導による、ARMM 全体の人事記録書の電子ファイル化と更新作業の年間計画策定及びモニ

タリング実施が重要である。特に、島嶼部等の遠隔地や設備が不十分な地方事務所については重

点的なモニタリングが必要である、また、HRIS 未導入部局・事務所に対する導入作業を進めて

いく必要がある。 
3-6-2 インフラ開発 
(1) インフラ建設・維持管理 
 本トレーナーは単なるインストラクターではなく、今後 ARMM 公共事業局で様々な公共事業

実施の支援及び監督を行っていく際のリソースパーソンである。トレーニングのニーズは高く、

in-house トレーニングの実施体制の確立は重要である。また、制度整備・トレーナーの能力向上・

予算の手当て等に関して、議論及び実現の促進も重要である。 
(2) フィージビリティ・スタディ（プロジェクトプロポーザル作成） 
 本分野のニーズは高いが、長期にわたり政府内で能力強化が行われていなかったため、本プロ

ジェクトで能力強化した人材を活用し、一定の能力を持った人材をプールすることが重要。 
3-6-3 経済開発（ハラル製品（ヤギ）に関するビジネス・技術支援（トレーニング・相談）） 
 モデル産品がヤギとなったことにより、窓口で行う支援から、普及員形式のような現場での支

援が重要となっている。対象農民のレベルは零細農家のレベルを脱していないことから、ビジネ

ス活動のリスクを十分に考慮したうえで、支援活動を継続していく必要がある。支援システムを

より有効に機能させるために、参加している機関の協調を促し、育成されたトレーナーへの追加

のトレーニングを実施しながら能力強化及び相談受付方法の改善を行うことが重要である。 
 
3-7 教訓 
・治安の安定しているダバオを研修地とすることで治安上の制約を排除し成果を収めることがで

きた。同時に研修後のフォロースルーとの組み合わせにより効果の発現につながったと考えられ

る。個人の能力の向上、中核となる人材の育成としては効果的なアプローチであるが、研修をカ

ウンターパート機関が継続していくにあたっては、財政面、ロジ面での検討が必要である。 
・行政規定、細則の策定、インフラ管理、経済開発（ヤギ生産）においては、ローカルリソース

が有効に活用された。またローカルリソースを活用することにより、同時に、中央省庁、第１１

地域等の他地域の関係者との関係構築にもつながった。 
・物事が地縁・血縁、政治的影響で決まることが多い中、関係者が多岐にわたる分野では TWG
の導入はコミュニケーション促進や共通認識形成において効果的な方法であった。 
・紛争影響国での支援では、本プロジェクトのようにプロジェクト目標が包括的なものとなる場

合や、前提条件や外部条件の大幅な変化の可能性もあり、プロジェクト目標の指標、成果・活動
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レベルでの計画変更により柔軟に対応する必要がある。また、安全管理上の理由からプロジェク

ト計画段階での現地踏査が制限され、情報収集が不十分な場合もあるため、必要に応じてプロジ

ェクト開始時には改めて広範囲な基礎調査や詳細な研修ニーズ調査を行うことも検討すべき。 
 


